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川俣町住宅新築等支援金交付要綱 

令和３年１０月１日 

告示第６６号 

改正 令和４年３月１８日告示第３１号 

令和５年２月１日告示第８号 

（趣旨） 

第１条 川俣町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、町は、住宅新築支援を行

うことにより、人口減少の抑制と定住人口の増加を図るため、川俣町補助金等の交

付に関する規則（昭和４９年川俣町規則第１１号。以下、「規則」という。）及び

この要綱に定めるところにより、予算の範囲内で支援金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 対象空き家 川俣町空き家等バンク実施要綱（平成３０年川俣町告示第９０

号）第２条第１号に規定する空き家等であって、同実施要綱第３条による登録を

受けているものをいう。 

(２) 対象空き地 川俣町空き家等バンク実施要綱第２条第２号に規定する空き地

であって、同実施要綱第３条による登録を受けているものをいう。 

(３) 定住 住所地として本町の住民基本台帳に登録され、かつ当該住所地に生活の

本拠を置くことをいう。 

(４) 移住者 本町外から本町に転入後１年以内の者又は転入しようとする者をい

う。ただし、以前本町の住民基本台帳に登録されていた者については、転入日の

前３年間において本町の住民基本台帳に登録されていない者をいう。 

(５) 親族 ３親等内の血族又は姻族をいう。 

(６) 取得日 住宅を自己の居住の用に供するため、不動産登記法（平成１６年法律

第１２３号）第３条第１項に規定する所有権の保存等の登記を完了した日をいう。 

（交付対象住宅） 

第３条 支援金の交付対象住宅は、次の各号のすべてに該当する住宅とする。なお、

住宅の用途に供する部分の床面積が建築物全体の延べ面積の２分の１以上を占める
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併用住宅も対象とする。 

(１) 戸建住宅であること。 

(２) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等の関係法令に適合していること。 

(３) 住宅の延べ面積は、住生活基本計画（全国計画）において定める一般型誘導居

住面積水準を満たすこと。 

（交付対象者） 

第４条 支援金の交付対象者は、交付対象住宅の所有者とし、次の各号のすべてに該

当する者とする。ただし、所有者が２名以上いる場合は、そのうちの１名のみとす

る。 

(１) 次のアからウのいずれかに該当する者であること。 

ア 認定申請時点において移住者である者 

イ 賃貸住宅に居住している者 

ウ 二世代以上が同居している世帯から独立する者 

(２) 交付対象住宅に自ら居住する。 

(３) 支援金の交付申請日から継続して５年間以上、交付対象住宅に定住する。 

(４) 過去にこの要綱に基づく支援金の交付を受けた者ではないこと（過去にこの要

綱に基づく支援金の交付を受け返還命令の対象となった者、虚偽の申請等が判明

した者を含む。）。 

(５) 福島県が施行する１２市町村移住支援金交付事業において交付対象となる者

でないこと。ただし、次に掲げるア又はイの奨励金等のいずれの対象にもならな

い者を除く。 

ア 川俣町住宅取得支援奨励金交付要綱（平成３０年川俣町告示第３４号）によ

る奨励金 

イ 福島県が施行する「住んでふくしま空き家対策総合支援事業」による補助金 

(６) 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。 

(７) 日本人である又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶

者等、定住者、特別永住者のいずれかの在留資格を有すること。 

(８) 所有者及び同居する世帯員全員が、町税等を滞納していないこと。 

(９) その他、町長が支援金の対象として不適当と認めた者でないこと。 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、交付対象者と

しないものとする。 

(１) 取得した交付対象住宅の所有者が２名以上いる場合において、交付対象住宅に

係る共有持ち分が２分の１未満である場合 

(２) 所有者又は同居する世帯員の中で、本要綱に基づく支援金を交付されたことが

ある者がいる場合 

（交付対象事業） 

第５条 支援金の交付対象事業は、次の各号のいずれかに該当する住宅の新築とする。 

(１) 対象空き地に交付対象住宅を新築する事業であって、次のアからウに該当する

事業 

ア 自ら居住するために購入した対象空き地（自らの親族が所有する対象空き地

を取得した場合を除く。）に交付対象住宅を新築すること。 

イ 支援金の認定後に対象空き家の新築工事に着工すること。 

ウ 交付対象住宅の新築工事は、建設業者へ請け負わせて行うものであること。 

(２) 対象空き家を除却後、同一敷地内に交付対象住宅を新築する事業であって、次

のアからウに該当する事業 

ア 自ら購入した対象空き家（自らの親族が所有する対象空き家を取得した場合

を除く。）を除却すること。 

イ 支援金の認定後に対象空き家の除却工事に着工すること。 

ウ 対象空き家の除却工事及び交付対象住宅の新築工事は、建設業者へ請け負わ

せて行うものであること。 

（交付対象経費） 

第６条 支援金の交付対象経費は、次の第１号に掲げる経費とし、第２号に掲げる経

費を除いたものとする。 

(１) 交付対象者が交付対象事業に要した経費のうち、次のア及びイの経費 

ア 住宅の新築に要した経費（川俣町住宅取得支援奨励金交付要綱による奨励金

の交付対象となる者、及び、福島県が施行する「福島県１２市町村移住支援金」

の交付対象となる者が、住宅の新築を行う場合を除く。） 

イ 空き家の除却に要した経費（福島県が施行する「住んでふくしま空き家対策
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総合支援事業」の補助対象となる者が、空き家の除却を行う場合を除く） 

(２) 次のアからオの経費 

ア 土地取得費 

イ 外構工事等に要する経費 

ウ 併用住宅における住宅部分以外に係る経費 

エ 調査、設計及び工事監理に要する経費 

オ 国又は地方公共団体が行う他の補助金等を活用する場合の当該対象経費 

（支援金の額） 

第７条 支援金の額は、次の表のとおりとし、基本額と加算額の合計額とする。ただ

し、当該合計額に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。 

基本額 交付対象経費の２分の１以内の額とする。 

ただし、上限を１４０万円とする 

加算額 次の各号に掲げる要件に該当する場合は、当該各号に定める額を基本額に

加算する。 

ただし、基本額と加算額の合計額は、交付対象経費の２分の１以内の額と

し、基本額が交付対象経費の２分の１に達する場合は、当該加算はしない。 

（１） 交付申請時において、世帯に中学生以下がいる場合 ２０万円 

（２） 交付申請時において、世帯に町内企業で正社員として就労する者が

いる場合 ２０万円 

（３） 住宅の建築を町内企業が請け負う場合 ２０万円 

（４） 第５条第２号に定める事業を行う場合（福島県が施行する「住んで

ふくしま空き家対策総合支援事業」の補助対象となる者が行う場合を除く） 

８０万円 

（認定申請） 

第８条 支援金の交付を受けようとする者（以下「認定申請者」という。）は、住宅

新築等支援金認定申請書（様式第１号）により、次の各号に掲げる書類を添付して

町長に申請しなければならない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 住宅の新築に関する工事請負契約書の写し 
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(３) 住宅の位置図、各階平面図及び求積図 

(４) 代表者選任届（様式第３号）（所有者が２名以上いる場合） 

(５) （空き家の除却を行う場合）空き家の除却に関する工事請負契約書の写し 

(６) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、住宅の新築工事の契約締結日（空き家の除却を行う場合にあって

は、空き家の除却工事の契約締結日）から起算して３０日以内に行わなければなら

ない。 

（認定） 

第９条 町長は、前条の規定により認定申請があったときは、当該申請を審査し、認

定の可否を決定し、住宅新築等支援金認定通知書（様式第４号）により、認定申請

者に通知するものとする。 

（認定内容の変更等） 

第１０条 前条の規定により認定を受けた者は、申請内容に変更が生じたときは、住

宅新築等支援金変更認定申請書（様式第５号）に、町長が必要と認める書類を添付

して申請し、あらかじめ町長の認定を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請を審査し、認定の可否

を決定し、住宅新築等支援金変更認定通知書（様式第６号）により、認定申請者に

通知するものとする。 

（交付申請） 

第１１条 第９条に基づく認定を受けた者で、支援金の交付を受けようとする者（以

下「交付申請者」という。）は、住宅新築等支援金交付申請書（様式第７号）によ

り、次の各号に掲げる書類を添付して町長に申請しなければならない。 

(１) 新築した住宅の登記簿謄本及び写真 

(２) 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に基づく検査済証の写し 

(３) 住宅の新築工事に関する請求書類及び支払いが確認できる書類 

(４) 定住誓約書（様式第８号） 

(５) （空き家の除却を行った場合）空き家の除却後の写真 

(６) （空き家の除却を行った場合）空き家の除却工事に関する請求書類及び支払い

が確認できる書類 
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(７) 就労証明書（様式第９号）（第７条の表中第２号に該当する場合） 

(８) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、交付対象住宅の取得日（その日が、交付対象住宅への定住を開始

した日より前の日であるときは、当該定住を開始した日）から起算して３か月を経

過した日以降に行わなければならない。 

３ 第１項の申請は、交付対象住宅の取得日から起算して６か月以内に行わなければ

ならない。 

（交付決定） 

第１２条 町長は、前条の規定により交付申請があったときは、当該申請を審査し、

交付の可否を決定し、住宅新築等支援金交付決定通知書（様式第１０号）により、

交付申請者に通知するものとする。 

（申請内容の変更等） 

第１３条 前条の規定により交付決定を受けた交付申請者は、申請内容に変更が生じ

たときは、住宅新築等支援金変更承認申請書（様式第１１号）に、町長が必要と認

める書類を添付して申請し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請を審査し、承認の可否

を決定し、住宅新築等支援金変更承認決定通知書（様式第１２号）により、交付申

請者に通知するものとする。 

（支援金の請求） 

第１４条 第１２条の規定により支援金の交付決定を受けた者は、住宅新築等支援金

交付請求書（様式第１３号）により、町長に請求するものとする。 

（支援金の交付） 

第１５条 町長は、前条の規定により請求があったときは、速やかに支援金を交付す

るものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 町長は、支援金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が

次の各号のいずれかに該当するときは、第１２条の規定による支援金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽の申請又は不正行為により、支援金の交付決定を受けたとき。 
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(２) 支援金の交付申請日から５年以内に交付対象住宅から転居したとき。 

(３) その他、交付の要件に該当しないことが明らかとなった場合。 

２ 町長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、住宅新築等支援金交付

決定取消通知書（様式第１４号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（支援金の返還） 

第１７条 町長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、当該取消

しに係る支援金をすでに交付しているときは、当該交付決定者に対し、住宅新築等

支援金返還命令書（様式第１５号）により、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

（財産の処分の制限） 

第１８条 規則第１８条第１項ただし書に規定する町長が定める期間は、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に

相当する期間とする。 

２ 交付決定者は、前項に定める期間内に、取得した交付対象住宅を他の用途に使用

し、他の者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し又は債務の担保に供し

ようとする（以下、「取得財産の処分」という。）ときは、取得財産の処分承認申

請書（様式第１６号）により町長の承認を受けなければならない。 

３ 交付決定者は、取得財産の処分により収入があるとき、又はあると見込まれると

きは、収入金報告書（様式第１７号）を町長に提出しなければならない。町長は、

その収入の全部又は一部を納付させることができる。 

（現況の報告） 

第１９条 交付決定者は、支援金の申請日から５年を経過する日までの間、当該申請

日から１年ごとに、継続居住の事実を現況届（様式第１８号）により町長に報告し

なければならない。 

（転居の報告） 

第２０条 交付決定者は、支援金の申請日から５年を経過する日までの間に、取得し

た交付対象住宅から転居しようとする場合は、転居報告書（様式第１９号）により

町長に報告しなければならない。 

（委任） 
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第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行日） 

１ この告示は、令和４年３月１８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に、改正前の川俣町住宅新築等支援金交付要綱第６条の規

定によりされた認定申請については、なお従前の例による。 

附 則 

この告示は、令和５年２月１日から施行する。 

 


